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「コクコク」(「日の丸・君が代」への忠誠を強制する国家主義教育政策に反対する会)は、2003年10月23日に東京都の石原知事の下で発出された「通達」による教育政策に関心を持つ人々の組織である。　私たちの会は、全教（全日本教職員組合）や日教組（日本教職員組合）のメンバー、および、（こうした問題に関心を持つ）2人の著名な弁護士のような民間人を含む約5000人のメンバーで構成されている。　

日本弁護士連合会の元会長である土屋公献弁護士は、日本の司法制度を改革するために偉大な貢献をし、また、第二次世界大戦中の日本軍による犯罪的戦争行為の多大な犠牲者の代理となって活躍している。そして、後藤昌次郎弁護士は、いくつもの有名な訴訟事件で多数の冤罪の被告を救っている。
私たちは、学校の教師に「国旗に向かって起立し国歌を歌わせる」ことによって彼らの忠誠心を表すことを強制するこの「通達」の政策は、ILO/ユネスコの1966年「教員の地位に関する勧告」（以下、「勧告」）を侵していると信じている。　国旗(日の丸)と国歌（讃歌）(君が代)は、多くの日本人や他国の人々に、極めて深く忌まわしい戦争の記憶を思い起こさせる。　私たちは、石原知事の教育政策は東京中の教師の労働条件や安寧を破損していると思う、そして、より重要なことには、それを実施することは世界的な安定や日本およびアジアにおいて潜在的に平和を脅かすであろうと思われる。
2003年に発出されたこの「通達」の政策は、各公立学校に国旗および国歌を用いることを強要している。　それは、儀式会場を整え方、教師のための座席の整え方、国旗の掲げ方、国歌の歌い方について記述している。　この「通達」は、起立して国歌を歌えという規定の指示に従わない人々に公式な懲戒が発出されるべきであることを示している。　さらに、公立学校の各校長は、この「通達」の指示に従うことが出来ない人々に対する懲戒処分について詳述した「職務命令」を発出する。　この「通達」の中で言及されている手続きは、卒業式や入学式や他の学校儀式にも適用される。
この政策（「通達」）の制定以来、東京の各公立校の校長がいかに「通達」を執行しようとしても斉唱中に起立をしないでいたり国歌のピアノ伴奏を辞退したりすることにより「職務命令」に従わない388人の教師達は懲戒処分された。　
さらに、131人の教師が厳しい管理上の警告を受けた、また、警告や懲戒を受けた教師は，彼らの態度を評価し将来の違反（再発）を防ぐための講習に参加することを義務づけられた。　懲戒処分は、戒告、減給あるいは停職に帰着する。免職は、「通達」を繰り返し破る人々に対し可能である。

ある場合には、懲戒処分を受けた人々は、今就いている仕事や、定年後のパートタイムの再雇用契約を失う。（嘱託再雇用）試験に合格した人々にも雇用（採用）のための考慮がなされないであろう（合格しても不採用）。　さらに、思想良心の自由に関する日本国憲法、第19条の意味について説明したり、生徒へ「通達」の強制的性質を批評したり、国旗に対して起立しない生徒の（担任）教師も、罰せられた。　「通達」を批判した人々のうちの多数は叱責され、新しい教員評価制度において不利な評価を受けている。
この政策への私たちの反対は、2つの根拠に基づいている。まず、それは日本の法律に違反している。例えば、それは、憲法の第19条に違反している。　戦前の日本政府による検閲や統制の厳しい経験や第二次世界大戦中の戦争遂行に協力を強制された後に設けられた、第19条、「思想良心の自由」は破られてはならない。　

私たちは、「通達」の政策は「教育基本法」および日本刑法（付属文書1）にも違反していると思う。より重要なことには、それらは過去において悲劇の結果に結びついたところの超国家主義の精神を促進する。　
国旗は「日の丸」と呼ばれ、国歌（賛歌）は「君が代」と呼ばれる。（「君が代」は永続的な天皇支配を望む歌)　それらは両方とも、旧日本帝国の支配を強調し、戦争の悲惨さを強く思い起こさせる。　多くの日本人は、古い日本帝国のシンボルの強調に嫌悪感をもつ、そして、政治的ではない集会などで何気なく歌われる「君が代」であるとはいえ心地がよくない。　
特に政府が教育宣伝的な意図を持ち「日の丸」や「君が代」にスポットライトを当てることは、旧日本帝国の時代に対する郷愁を強めることが出来る、また、中国、朝鮮、東南アジアの国々における日本でと同様のすさまじい苦しみ原因となった第二次世界大戦の侵略での日本の責任の認識を薄めることが出来る。　
その戦争で非常に多くの若い日本人が失われた。その直後、教師達は、「再び若者を決して戦場に送らない」というスローガンの下に団結した。　以来、その精神は日本の教師の心の中に強く生きている。
公式なシンボルとして「日の丸」「君が代」を認めようすることに対して国民からの抵抗があったにもかかわらず、日本の国会は、1999年にこれらを国旗、国歌として認めた。（法制化した）　そこで同時に、日本政府は、これらのシンボルへの忠誠心の義務的な表出は求めないと人々に保証した。　　しかしながら、公式なシンボルとしての「日の丸」「君が代」に関する石原知事による強制は、この約束を破っている。
私たちは、我々の法的な努力がその政策を覆すのに役立たなかったので、あなた方の機関に訴えている。　私たちは、「公務員の職権濫用罪」「強要罪」「脅迫罪」（日本の刑法）に関して、2004年12月1日以来、6次にわたって、石原知事と教育委員会の二人の幹部職員に対する訴訟を試みた。　東京の検察庁はこの訴訟を受け付けず、2005年12月28日に告訴告発を却下（「不起訴」と）した。　その時以来、私たちは6つの司法機関への訴えを試みた。
しかし、われわれの申し立ては退けられ、そして、それらの申し立て（告発）は、2007年4月23日に最高裁判所によって棄却された。　
しかしながら、私たちは、「通達」の政策により提起される問題点は、1966年に発せられたILO/ユネスコの「教員の地位に関する勧告」で扱う問題点に一致すると認識する。（付属文書2）　私たちは、我々の訴えと全日本教職員組合（全教）により2002年6月28日に申し立てられたものとの間に共通性があると信じる。　私たちは、その申し立てに応じて2008年にCEARTによる訪日があることを知っている。　「通達」によって持ち出された問題点は、2002年に全教によって提起されたものと関係があるので、私たちは、ここに表現されたこれらの関係性をあなた方の調査に組込むことを要請する。　私たちは　国際平和、人権の尊重、および、公正な労働慣行等の促進を目指すCEART「勧告」における「教育の目的」に、「通達」は完全に反していると思う。
私たち「コクコク」は、労働条件と学校教育制度の仕事を通じて世界平和や、世界的な生活水準の改善に取り組んでいるILO/ユネスコの偽りのない純粋な働きを、本当に高く評価している。　私たちは、特に、豊かで民主的な学校教育制度を維持し発展させるために、教師によって行われる重要な役割について認識しているILO/ユネスコを高く評価している。
私たちは、あなた方の機関がこの問題を調査することを至急要請する。　あなた方が必要とするかもしれない、いかなる追加情報の請求も私たちは歓迎するであろう。　この問題に関して、あなた方の機関と最も有効的にいかに連絡をとればよいのか、私たちにどうか助言をしてほしい。　私たちは、我々の連合の代表があなた方の2008年の訪日の間にあなた方の代表と会うことができることを望んでいる。
敬具
-----------------------------
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同封:
付属文書 1

付属文書 2
　　                                                                

Attachment 1:　

「通達」の教育政策による日本の法令違反リスト

1) カリキュラムの内容への行政の介入は、権力による（教育への）不当な支配を禁じている教育基本法第10条に違反する。

2)　 更に、教師に「義務」を強要し、もし彼らが従わなければ彼らを処分するということに関し、「通達」は日本の刑法に違反する。特に「公務員の職権濫用罪」「脅迫罪」そして「強要罪」にあたる。

さらに、何も問題の無かった教師の名誉を傷つけ、彼らの適正な仕事の進行を妨げることで、それらは、「信用毀損罪」や「業務妨害罪」を犯す。

3) 「通達」は、学習指導要領の「法的拘束力の限界」を逸脱している。

1977年の最高裁判所の判例は、誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような場合、学習指導要領は法的な基盤を失うと判示した。

したがって、「通達」は「学習指導要領」の下で作用するのであるから、この判例は「通達」にも適用されるべきである。

注記:
「通達」に対する民事訴訟は東京で多くの教師によってもたらされた。
その結果、2006年9月21日に、東京地裁は、「通達」が憲法の第19条、および教育基本法の第10条に違反するとの判決を下し、「通達」は教師の上に法的な拘束力を持っていないと宣言した。　この直後に、石原知事は、この事件に関して東京高裁へ控訴をした。

Attachment 2:

「通達」の教育政策が、「勧告」を非遵守であることの要約
1)　「通達」は、「勧告」の前文を無視している。:
「教育の発展における教員の本質的役割並びに人類及び近代社会の発展に対する教員の貢献の重要性を認識し、教員がこの役割に相応しい地位を享受することを確保することに関心を有し」
2)　「通達」は、「勧告」の第III章「指導原則」の「人権及び基本的自由に対する深い尊敬の念を植え付ける」という記述を目に余るほど侵している。

3)　「通達」は、専門職としての教員の認識と教育政策の策定への彼らの貢献の重要性を明示する第III章の第9項の規定を無視している。

4)　「勧告」の第III章第7項は、「教員は、…政治上の意見…を理由とするいかなる形式の差別もなされないものとする」と、明示している。

「通達」は、政治的見解が異なる教員に対して「通達」に作り上げられた物差しで明らかな差別をしている。

　

5)　第Ⅳ章10-k項は、「権限のある当局、教員団体…の間で密接な協力を行うものとする」と、述べている。第Ⅵ章35項は、「学校教育当局は、学校が教科内容及び教授方法についての関係のある研究成果を採用しうるように、あらゆる努力を払うものとする」と、述べている。「通達」は、これらの勧告を無視している。

6)　第Ⅷ章61項は、「教員は、教材の選択及び使用、教科書の選択並びに教育方法の適用にあたって主要な役割が与えられるものとする」と、述べている。　「通達」は、教師の専門的役割および学問の自由を蔑ろにしている。

7)　「通達」は、第Ⅶ章45項に述べられている「教職における雇用の安定及び身分の保障…」を脅かしている。
8)　「通達」政策が許している教師に対する一方的な評価や専断的行為は、第Ⅶ章46項が「教員は、その専門職としての身分とキャリアに影響する専断的な行為から十分に保護されなければならない」と記述しているように、教員の専門性とキャリアを脅かしている。

9)　第X章124項は、「給与決定を目的としたいかなる勤務評定制度も関係教員団体との事前協議及びその承認なしに採用され、または適用されてはならない」述べている。「通達」による（「勧告」の）非遵守は、教員の評価に影響し彼らの給与と労働条件を決定している。

10)　第Ⅶ章47項は、「教職上の非行のあった教員に適用される懲戒のための措置は、明確に定められるものとする」と、あるが、「通達」は、明らかにそれらを定義していない。

11)　「通達」政策の下での懲戒処分の基準作りに、教員も教員団体も参画させられていない。

しかしながら、第Ⅶ章49項は、「懲戒事案を取り扱う機関を設置する場合には、教員団体と協議するものとする」と述べている。

12) 「教育委員会」および「人事委員会」は、懲戒処分の発行人および不服申し立ての受取人のための行政委員会であるので、教師の苦情に関して公平に考えることは不可能である。　第Ⅶ章50項は、公平な判断を保証する独立した第三者機関を勧めている。

13)　第Ⅷ章64-1項は、「客観的な評価」を勧めている。しかし、「通達」の条件の下では教師の苦情のための独立した評価者がいないので、これは不可能である。

14)「勧告」は、第Ⅷ章80項で、「教員は、市民が一般に享受している市民としてのすべての権利を行使する自由を有す」と、明示している。「通達」における要件により政治的見解の表現が処罰されるならば、これは不可能である。
15)　第Ⅷ章84項は、「教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利を持たなければならない」と、述べている。　東京においては、このセクションで述べられた、受動的にして関与しないでいるという抵抗のための諸権利は、教員にとって非常に制限されている。「教育委員会」は、国歌を歌うことを拒むことにより異議を申し立てた教員達を懲戒処分にするために「通達」の権力を用いている。　　　　　
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